
ポストMDGsを視野に入れた障害統計
の重要性-貧困を削減するために-

　MDGsの成果達成評価およびポストMDGsの議
論において、国連障害者の権利条約が貧困削減のた
めに果たす役割の重要性がこれまで以上に認識され
るようになってきている。障害者を開発途上国の最
貧困層の中に取り残してしまわないためにはどうした
ら良いか、私たちは実効性も実現可能性もある方法
を見いださなくてはならない。そのためのより良い政
策決定のためには、「障害と開発」の研究が不可欠
である。中でも、障害統計は非常に重要な課題であ
る。本報告では、フィリピンで集められた障害生計
に関する基礎データを用いることで、障害統計につ
いての研究がどのように貧困削減に貢献しうるのか
を例として示しながら、この課題に答え、今後の各
国の取り組むべき課題についての展望を提示する。

1. MDGs とポストMDGs

　2000年のMDGsの 8つの目標には、残念ながら

「障害」が含まれていなかった。しかし、世界の多く

の国々、特に開発途上国で、障害者は常に貧困の深

刻なリスクにさらされている。適切なアクセシビリティ

の整備を欠いたままでは、彼らの状況は、同じよう

な条件下にいる非障害者と比して、さらに悪いものと

なる可能性が高い。

2. 貧困と障害統計

　私たちが 2008年に行ったフィリピンの障害者の生

計調査では、多くの障害者が貧困線以下で生活して

いるという実情が明らかになった。マニラ首都圏で

のデータでは、障害者の貧困率は、40％以上にも上り、

これは一般の貧困率の 4倍もの深刻な状況であるこ

とが分かった（下表参照）。

貧困指標
IDE-PIDS 調査 2008 FIES 2006

( 障害者） （マニラ首都圏一般）

貧困率 （貧困線以下の

人たちの全体に対す

る割合）

40.80% 10.40%

貧困ギャップ比率 30.60% 1.50%

自乗貧困ギャップ比率 27.00% 0.50%

Note: FIES is the abbreviation of the Family Income and 
Expenditure Survey which was conducted by the National 
Statistical Coordination Board in the whole country in 2006. 
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● MDG s の目標に「障害」は含まれていないが、貧困削減のためには「障害と開発」

   の研究が不可欠であり、障害包摂的な貧困削減計画（PR S P s）が必要。こうした

   努力はポスト MDG s のアジェンダでも続けられる必要がある。

●フィリピンの障害者の生計調査において、多くの障害者が貧困線以下で生活して

   いることが明らかになった。しかし、このような統計的証拠に基づいた研究はま

   だ少なく、今後より良い障害統計を作成していくことが必要。

●マイクロ・ファイナンスや条件付き現金給付など、実効ある貧困削減のためのツー

   ル実現のためにも、障害者の生計データを活用して政策決定していくことが重要。



3. 障害統計の重要性

　障害統計のほとんどは、多くの国々では、単に障害（発

生）比率だけの状況である。一方、多くの論文や政策

提案は、障害と貧困の負の循環について強調し、障害

包摂的な貧困削減計画（PRSPs）が必要だとしている。

　しかし、アジア経済研究所やノルウェイの SINTEFが

南部アフリカ諸国について行ったような統計的証拠に基

づいたアプローチによる論文はまだほとんどない。こう

した統計的により信頼できるデータがもっと必要である

し、障害の証拠に基づいたアプローチによる障害研究

が必要である。

4. 政策決定と統計

　政策決定者は、適切な予算を立てるために、データ

を必要とする。国勢調査での障害発生率は、彼らがど

れだけの予算を障害者のエンパワメントに振り向けるか

を決定する際に多いに役に立つ。

　それのみでなく、マイクロ・ファイナンスのような貧困

削減のためのツールがあるが、こうしたものを障害者に

ついて適用させるためにどういった利子率を採用すれば

良いのか、ターゲット集団として障害者のどのようなグ

ループを想定すれば良いのかについてもデータが必要

である。また条件付き現金給付 (CCT)を実施するにも、

どの地域でどれだけの給付をしたら良いのか、障害者の

うち、どの集団をターゲットにしたら良いのかを決定す

るためにやはりデータが必要である。

　これらの貧困削減のためのツールは、障害者の生計

についてのデータなしでは、不可能である。

国連障害者の権利条約を通じた障害者の貧困削減を実

現するためには、次の点が重要であると私たちは考える。

●開発専門家、政府担当者、障害当事者団体が協力して、

より良い障害統計を作成すること

●障害包摂的な開発のため、障害統計データを整備して、

これら統計的証拠に基づいた実効性のある貧困削減政

策を策定すること

●コミュニティに根ざしたリハビリテーションなどの施策

もこういった統計の収集に役立てると共に、これらで集

められた統計が政策に活かされること

●障害は、ポストMDGsの重要なターゲットのひと

つであることを確認すること
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